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要旨：近年 RC 構造物における所要性能の保持や供用年数の延伸に対する要請に伴い維持管

理の必要性や重要性が認識され始めている。このような状況下で、維持管理コストの低減が

強く求められ LCC が注目されているが、算定方法、評価手法などに関しては確立していない。

そこで、本研究では塩害を受ける RC 構造物をとりあげ LCC 算定システムの開発により維持

管理案を効率的に選定しコスト管理を行う方法を検討することを試みた。  
キーワード：ライフサイクルコスト，期待費用最小の法則，塩害，最適補修時期・補修工法 

 
1. はじめに 

 RC 構造物はメンテナンスフリーと考えられ

てきたが近年、塩害、中性化、アルカリ骨材反

応などによる劣化が報告されている。また、図

―１１）に示すように 2030 年には供用年数 50年

以上の橋数が全体の 50％以上になると予測さ

れる。このような状況下で、RC 構造物の生涯

費用（供用期間中にかかる総費用）に含まれる

維持管理費用は増大し、維持管理にかかるコス

トの削減が要求されるようになってきた。 

現在、維持管理における合理的な算定の手法

としてライフサイクルコスト（以下 LCC と記

す）の考え方が注目されている２）。しかし、現

段階では正確な劣化予測をすることに困難が伴

いかつ LCC 算定および評価には専門的な知識

が必要なため、現場での普及は遅れている。  

そこで、利用者が劣化予測に必要なデータと

各費用を入力することによって、対象構造物の

LCC 算定および評価を迅速に算定し、効率的に

コスト管理を行うシステムの開発を試みた。 

本システムでは、塩害を受ける環境下にある 

RC 構造物について確率的手法に基づき劣化を 

モデル化することにより劣化予測を行い、それ 

       

図－１ 供用年数５０年以上の橋数の将来予測 
 
を基に LCC 算定および評価を行った。補修工法

として、断面修復工法、表面塗装工法、断面修

復および表面塗装併用工法、建替え、電気防食

工法の 5工法を考えた。 

また、補修後の再劣化を考慮するため再劣化

係数を設定した。ただし、本システムでは断面

修復時の断面の増厚、高品質材料の使用による

強度増加などは考慮していない。また、維持管

理対策としては補修のみとし、最終処分コスト

は現状では算定が困難なため今回は考慮してい

ない。 
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2. システムの概要 
本システムは図－2 に示すように、データの

入力（入力画面）、計算の実施（内部計算）、デ

ータの出力（出力画面）より構成される。これ

らは劣化予測パラメータおよび各費用の入力フ

ェーズ、劣化予測フェーズ、LCC 算定および評

価フェーズ、結果出力フェーズの４つにより構

成されている。 

2.1 劣化予測パラメータおよび各費用入力

フェーズ 

 劣化予測パラメータおよび各費用の入力フェ

ーズでは、ダイアログを使った入力方式を用い

た。入力項目は劣化予測を行うためのパラメー

タとして 11 項目、各補修工法に関する入力項目

として11項目、点検費用、足場代として3項目、

時間的価値換算を行うための 2項目、計 27項目

について入力し、次フェーズで劣化予測、LCC

の算定および評価を行う。 

2.2 劣化予測フェーズ 

劣化予測フェーズでは、図-3に示すフローに

沿って劣化予測を行った。 

本システムでは、コンクリート表面から塩化

物イオンが Fick の拡散則に従い浸透するもの

とし、式(1)により表わした。 
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ここで，t：経過時間[sec]，xc：鉄筋のかぶ

り[cm]，C0：表面塩化物イオン量[kg/cm3]， 
Dc：コンクリートの拡散係数[cm2/sec] 

また、コンクリートの拡散係数 Dc については次式

により水セメント比を用いて表わした 3）。 

47.8)/(14.0)/(5.4 2

10 −×+×= cwcwDc     (2) 

ここで、Dc ：コンクリートの拡散係数

[cm2/sec]，W/C：水セメント比 
塩化物イオンが浸透し鉄筋表面での塩化物イオ

ン量が限界値に達すると鉄筋腐食が開始し、その

後鉄筋腐食によりコンクリート表面にひび割れが発

生し拡大していくものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 システム概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

図－3 劣化予測フロー 

入力画面 
劣化予測パラメータおよび各費用の入力フェーズ 

内部計算 
（劣化予測フェーズ） 

劣化予測・補修時期算定 

 

（LCC 算定および評価フェーズ） 

各補修工法での LCC 算定 

最適補修時期・補修工法の選定 

出力画面 
（結果出力フェーズ） 

各補修工法の経過年毎の LCC 比較図 

各補修工法の経過年毎の LCC 図 

各補修工法の最適補修年数 

各補修工法の LCC 

最適補修工法 

ＳＴＡＲＴ 

補修履歴確認 

拡散方程式により腐食開始時期の計算 

ｔ年目における腐食量の計算 

腐食量分布の設定 

劣化顕在化率と破壊確率の計算 

補修が必要か 

鉄筋系以外のデータを元に戻す 

設定計算年数に到った
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補修開始の有無に関しては、許容ひび割れ幅

と補修許容割合（許容ひび割れ幅に到達する確

率）を指標とし、構造物の供用限界については

鉄筋断面減少率と破壊割合（鉄筋断面減少率が

設定された値に到達する確率）を指標とし、モ

ンテカルロ法を用いて確率的観点から劣化を評

価するものとした。 

2.3 LCC算定および評価フェーズ 

LCC 算定および評価フェーズでは図－4 に示

すフローにしたがい LCC の算定および評価を

行う。本システムでは LCC 算定の基本概念とし

て式(3)を用いた。 

FMI CCCLCC ++=       (3) 

ここで、CI：初期建設費用であり，企画，

基本設計，実施設計，建設費の合計，CM：

維持管理費用，CF：破壊損失期待費用 

また、CM は式(4)のように表わされる。 

OPPREPINSM CCCC ++=      (4) 

ここで CINS：点検に関わる費用、CREP：補

修費用、COPP：機会損失費用 

本研究では、機会損失費用 COPP は「維持管理

を実行することにより期待される収入の損失」

を費用として表わしたものと定義し、破壊損失

期待費用は破壊の可能性（破壊確率）から求め

られる期待金額とした。 

その上で、LCC 算定にあたり次に示す 4つの

概念を用いた。これらを用いて LCC 算定の最適

化を行った。 

（1）リスクの考慮４） 

    本システムでは，式(5)を用いて、補修時期を

遅らせたことにより増大する破壊確率と構造物

が破壊することにより生じる損失費用を基にリ

スクを定量的に評価した。 

ffRISKF PCCC ⋅==                (5) 

ここで CRISK：リスクを定量的に評価した値

（リスクコスト），Cf：破壊によって生じる

であろう最大損失費用，Pf ：破壊確率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ LCC算定および評価フロー 

    

（2）時間的価値換算５） 

本システムでは、補修を行う際の時間的差異に 

よって生じる時間的価値の差を、経済性工学に

おける現在価値法を用い、次式により換算した。 
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ここで，S:n 年目に発生する費用，P:現時

点における価値，ｋ:実質利子率 

ｋは次式で表される。 
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ここで，i:資本の利率，h:物価上昇率  

資本の利率および物価上昇率に関しては供用年

数内で変化するものと考えられるが、現段階で

はこの変化を設定する定量的方法はなく、本シ

ステムでは固定値を用いることとした。 

 (3) 期待費用最小の法則 

本システムでは期待費用最小の法則を用いて

補修期間および LCC の最小化(最適化)を行っ

た。この最小化(最適化)システムは式(8)のよう

に表される。 

START 

リスク算定 

期待費用最小の法則 

キャッシュフローの作成 

時間的価値の換算 

LCC 計算 

各案での最適補修時期算定 

各案での LCC 算定 

各案の LCC 比較 

最適補修工法の選定 

END 
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  ここで、〔CM+CRISK〕min：維持管理費用と

リスクコストの和の最適値、〔〕：〔〕内の最

小値を選択する, k：実質利子率、t：補修

年であり、 At ,,,, 321 ⋅⋅⋅= ααα とする。α1は

初回の補修年でαの添え数字は補修回数を

表す。また、Aは最終補修年を示す。  

図－5は、x 軸に補修回数をとり、y 軸に式(8)

を用いて費用をとる。補修回数が増加すると維

持管理費用は増大するが、リスクコストは減少

する。その半面で補修回数が減少すると維持管

理費用は減少するがリスクコストは増大する。 

本システムでは、各補修回数での総維持管理

費用と(1)で述べたリスクの概念を適用し、構造

物の破壊確率からリスクを算定し、リスクコス

トを加算したものの最小値を最適補修回数とし

た。    

(4) 再劣化の考慮 

 構造物の点検から，補修箇所を全体のなかで

特定することは繁雑である。 

そのため本システムでは、補修を実行する際

には全部位を補修するものとした。しかし、全

部位の補修を行ったとしても、塩害を受けた構

造物を補修した場合，コンクリート中に浸透し

た塩化物を完全に除去することは困難であり，

塩化物の含有量によっては構造物の再劣化も懸

念される．そのため，補修後構造物は新設とま

ったく同一の条件とならず，劣化は早く開始す

ると考えられる。そこで再劣化を考慮するため

に再劣化係数を設定した。補修間隔に対して次

式に示すように再劣化係数を乗ずることで再劣

化を考慮した。 

   
1

1
−×= n

n TT α                  (9) 

ここで，Tn：n 回目の補修間隔，T1：１回目

の補修間隔，α：再劣化係数 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図－5 本システムの補修回数と費用の関係 

    
(5) LCC 算定 

(1)～(4)の４手法を用いて LCC の最適化を行

った。現価に換算するときの LCC 計算に用いる

基本式を式(10)に示す。 
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ここで，CI：初期建設費用，Cins：点検費

用の単価，Crep：補修費用の単価，Copp：

機会損失費用の単価，Crisk：リスクコスト

の単価， t：年数 a1,…，A：点検年， 
b1…，B：補修年，k：実質利子率 

2.4 出力フェーズ 

出力フェーズでは,グラフとテキストを用い

ることにより入力したデータから求めた LCC

および最適補修時期、最適補修工法の結果を表

現した。ここで、グラフでは各補修工法の供用

年数内の LCC 経年変化図および各補修工法の

比較図が表示される。またテキストでは、各補

修工法での最適補修年数および LCC、最適補修

工法が表示される。 

 

3. 選定補修工法および点検６）    

本システムでは 5つの工法についておのおの

LCC 算定が行われる。その後に LCC 評価フェ

ーズで各補修工法を比較し最も LCC が低いも

のを最適補修工法として評価した。 

費

用 

補修回数 

リスクコスト CRISK  維持管理費用 CM 

CM+CRISK 
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(1) 断面修復工法 

 補修年において全断面修復を行う。次回から

の補修間隔は再劣化を考慮し再劣化係数を乗じ

たものとする。 

(2) 断面修復および表面塗装併用工法 

 表面塗装による効果をかぶりに換算し７）、か

ぶりを基準としたかぶりに 2cm 加え断面修復を

行うものとする。 

(3) 表面塗装工法 

 表面塗装による効果をかぶりに換算して 2cm

増加するものとし、鉄筋断面減少率が破壊許容

割合に達した時点で建替えをするものとする。 

(4) 建替え 

 鉄筋断面減少率が破壊許容割合に達した時点 

で建替えを行うものとする。 

(5) 電気防食工法 

 設定された取替え年により取替えを行う。次

回からの補修間隔は再劣化を考慮し再劣化係数

を乗じたものとする。 

(6) 点検 

通常点検と詳細点検を行うものとし、詳細点

検は補修が行われるときに実施されるとする。 

 

4. 算定例 

以上に説明したシステムを用いて最適補修時

期および補修工法を実際に選定する。今回選定

対象とした構造物は桟橋の 1 ブロック分とした。

上部工は床版と梁で構成され，飛沫帯に位置し 

塩害により鉄筋が腐食する可能性のある環境下

の RC 構造物である。 

劣化予測に必要なパラメータ値は既設のデー

タと即往の研究 2）による値を参考にして設定し

た。LCC 算定に必要なパラメータを次のように

設定した。 

劣化予測パラメータとして供用年数 100年、

かぶり 5cm、水セメント比 65％、鉄筋径 19mm、

表面塩化物イオン量 17.6kg/m3、許容ひび割れ

幅 0.4mm、限界鉄筋断面減少率 10％、補修許容

割合および破壊許容割合のＬＣＣに対する感度

解析の結果、補修許容割合は影響が小さく、破

壊許容割合は影響が大きいことがわかったが、

今回はともに10％とした。破壊損失倍率は 2倍、

再劣化係数 0.9とした。 

各補修工法の費用パラメータ（いずれも下記

の値は×10２万円）は、断面修復工法にかかる

初期投資費用 86.0、補修費用 80.0、断面修復お

よび表面塗装併用工法にかかる初期投資費用は

建設時に表面塗装を行うものとして 99.52、補

修費用 93.52、表面塗装工法にかかる初期投資

費用は建設時に表面塗装を行うものとして

99.52、補修費用は建替えを行うものとして初期

投資費用の 2倍、建替えにかかる初期投資費用

86.0、建替え費用は初期投資費用の２倍、電気

防食工法にかかる初期投資費用は、建設時に電

気防食を設置するものとして 122.0、取替え費

用として 36.0、取替え間隔は 20年とした。 

また、通常点検費 0.22、詳細点検費用 1.27

とし、各補修工法での足場代は補修費用に含め

たので入力画面での足場代は 0とした。 

資本の利率は、公共事業で一般的に用いられ

ている社会資本利率４％をベースとし，物価上

昇率については日本銀行の統計を参考に 0％と

設定した。 

また今回は，構造物の補修においての代替施

設の利用が可能であったため，機会損失費用を

考慮しないこととした。 

 

 
図－6 入力画面 

    

以上のパラメータを入力し算定された結果は図図図図
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－－－－７７７７(a)(a)(a)(a)、、、、図図図図－－－－７７７７(b)(b)(b)(b)のように表示される。出力

データより供用期間 100 年とした場合、今回の

仮定では電気防食工法が最適補修工法であり最

適な補修時期（取替え時期）は 20 年、38 年、

54.2 年、68.8年、81.9年、93.7年となること

がわかる。 

 5. まとめ 

本システムの開発では塩害を受ける RC 構造

物に関して維持管理案を迅速かつ効率的に選定

しコスト管理することを試みた。 

本システムを用いた試算結果により各補修工

法での LCC 算定ができた。またそれにより、最

適補修時期、最適補修工法を選定することがで

きた。 

本システムでは LCC の評価に関してコスト

のみの視点から行っている。しかし、各入力パ

ラメータにより LCC 算定の結果が大きく変わ

ってくることから感度解析を評価に加えること

により、状況に応じた最適な補修工法および補

修時期を算定できるようにするのが今後の課題

である。 

なお、本研究は文部省科学研究費補助金（種

目 基礎研究（C）一般）によって実施された

ものであることを附記する。 
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